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社会資本整備審議会 建築分科会 

第３２回官公庁施設部会及び第１６回事業評価小委員会 

令和７年７月３１日 

 

【司会】  お待たせいたしました。定刻となりましたので、これより、社会資本整備審

議会建築分科会第３２回官公庁施設部会及び第１６回事業評価小委員会を開会いたします。 

 委員の皆様方には御多忙のところ御出席いただき、誠にありがとうございます。 

 本日は、部会及び小委員会の効率的な運営の面から合同開催とさせていただいておりま

す。 

 本日は、ウェブ会議での開催となります。 

 ウェブ会議形式での開催に当たりまして、委員の皆様に御協力いただきたい点を３点お

伝えさせていただきます。 

 まず１点目ですが、ウェブ会議中、委員の皆様のお顔がお互いに認識できるよう、カメ

ラは常時オンにしていただきますようお願いいたします。 

 ２点目といたしまして、ウェブ会議中、発言者の音声を明瞭にするため、御自身が御発

言されるとき以外は、マイク機能をオフにしていただきまして、御発言される場合のみマ

イク機能をオンにしていただきますようお願いいたします。 

 ３点目といたしまして、ウェブ会議中、発言される際には、画面上部に挙手機能、「手を

挙げる」アイコンがございますので、そちらをクリックしていただき、指名されるのをお

待ちください。指名後にマイクをオンにして御発言いただき、発言が終了しましたら、再

度アイコンをクリックして手を下げていただき、マイクをオフにしていただきますようお

願いいたします。 

 傍聴している報道関係の皆様におかれましては、円滑な会議運営のため、カメラ、マイ

クは常にオフにした状態で傍聴をお願いいたします。 

 次に、資料の確認をさせていただきます。 

 委員の皆様におかれましては、配付資料一覧を御覧いただき、資料の御確認をお願いい

たします。欠落等ございましたら、マイクをオンにしていただき、事務局までお申し出く

ださい。 

 確認をお願いいたします。 

 よろしいでしょうか。 
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 次に、官公庁施設部会の委員でございますが、大森委員が退任され、田辺委員が臨時委

員から本委員に、臨時委員に恒川委員が社会資本整備審議会令の規定により、新たに指名

されております。 

 部会の委員につきましては、資料１の名簿のとおり、皆様指名されております。 

 また、田辺委員におかれましては、官公庁施設部会運営規則の規定により、事業評価小

委員会の委員といたしましても指名されております。 

 小委員会の委員につきましては、資料２の名簿のとおり、皆様指名されております。 

 官公庁施設部会については、社会資本整備審議会令、事業評価小委員会については、事

業評価小委員会の運営についての規定により、定足数は３分の１以上となっております。

本日は、○○委員が欠席となりますが、部会、小委員会ともに定足数を満たし、成立して

おりますことを御報告申し上げます。 

 次に、部会長の選任ですが、部会長は、社会資本整備審議会令の規定により、委員の互

選により選任することとなっており、あらかじめ互選を行いまして、田辺委員が部会長に

選任されております。 

 小委員会の委員長は、官公庁施設部会運営規則の規定により、同じく田辺委員が委員長

に指名されております。 

 また、部会長代理は、社会資本整備審議会令の規定により、○○委員が部会長代理に指

名されております。 

 小委員会の委員長代理は、官公庁施設部会運営規則の規定により、同じく○○委員が委

員長代理に指名されております。 

【司会】  ここで開会に当たり、官庁営繕部長より、一言御挨拶を申し上げます。 

【国土交通省】 本日は、御多忙のところ、社会資本整備審議会建築分科会第３２回官公

庁施設部会及び第１６回事業評価小委員会に御出席いただき、誠にありがとうございます。

また、日頃から官庁営繕の事務事業の遂行に関しまして、御指導、御協力を賜り、厚く御

礼申し上げます。 

 本日の議事でございます官庁営繕事業の新規事業採択時評価につきましては、国土交通

大臣から社会資本整備審議会に対し諮問があり、建築分科会官公庁施設部会に付託がされ

たところでございます。 

 本日は、事業評価小委員会との合同開催にて御審議をお願い申し上げます。委員の皆様

方には忌憚のない御意見をいただければ幸いに存じます。 
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 また、最近の官庁営繕行政についての報告におきましては、営繕事業における働き方改

革の取組、脱炭素社会の実現に向けた施策への取組などについて説明をさせていただきま

す。これにつきましても、ぜひとも御意見をいただければと存じますので、何とぞよろし

くお願い申し上げます。 

 最後に、引き続きの御指導、御協力をお願い申し上げまして、開会の挨拶とさせていた

だきます。 

 本日は何とぞよろしくお願い申し上げます。 

【司会】  ありがとうございました。 

 本日の議事録につきましては、委員の皆様に御確認いただいた後に、発言者の氏名を伏

せた形で国土交通省ホームページに掲載することにより公表させていただきます。 

 以後の議事進行は、田辺部会長にお願いしたいと思います。 

 田辺部会長、よろしくお願いいたします。 

【部会長】  ありがとうございます。それでは、議事を進めさせていただきます。 

 資料３のとおり、国土交通大臣から社会資本整備審議会に諮問があり、建築分科会官公

庁施設部会に付託されたものです。これにつきましては、本部会及び小委員会にて調査審

議の上、意見を決定したいと思います。 

 では、第１の議題は、官庁営繕事業の新規事業採択時評価についてです。 

 初めに、官庁営繕事業の事業評価概要について御説明をお願いいたします。 

【国土交通省】  それでは、御説明をさせていただきます。 

 今、画面には資料４の資料をお示ししております。 

 新規事業採択時評価に係る資料につきましては、配付資料一覧にもございますけれども、

こちらの資料４と、それから参考１から４までの資料を御用意しております。 

 画面に映しております資料４につきましては、国土交通省として事業評価結果を公表す

る際の様式で作成したものになってございます。 

 １ページ目でございますけれども、こちらは一覧ということで、本日２事案御審議をい

ただくということで、洲本地方合同庁舎と周南地方合同庁舎の事業の概要をお示ししてお

ります。 

 資料４の２ページから６ページまでが洲本地方合同庁舎、それから、７ページから１１

ページまでが周南地方合同庁舎の資料となっておりますが、以降の評価に係る具体的な内

容は、参考の資料を使いまして御説明をさせていただきたいと思いますので、よろしくお
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願いいたします。 

 では、私のほうから事業評価制度の概要につきまして、御説明させていただきます。資

料は画面に映させていただいております参考１になります。 

 まず、１ページ目になります。こちら、我々が行う事業評価の位置づけを示したものに

なっております。政策評価に関する法律に基づきまして、国土交通省として策定いたしま

した政策評価基本計画の中で、個別公共事業については、事業評価方式により政策評価を

実施するということになってございます。 

 左下に幾つか実施要領をお示ししておりますけれども、官庁営繕事業につきましては、

その他施設費という区分に該当するものになっておりまして、その実施要領に基づいて評

価を行うことになってございます。その上で、官庁営繕事業を対象とした具体的な考え方

や手法について、実施細目、それから、評価手法を定めているというところになってござ

います。 

 次のページ、こちらは事業を進めていく中で、事業評価としてどういうものを実施して

いるかというものをお示ししたものになってございます。新規事業採択時評価に加えまし

て、事業期間中の再評価、それから完了後の事後評価と３つの事業評価をやっているとい

うところでございます。本日は、一番上、事業費を予算化しようとする事業について評価

をし、予算化に関する方針を決定するという新規事業採択時評価について御審議をいただ

くということでございます。 

 次のページは、官庁営繕事業の事業評価の具体的な手法の資料になってございます。手

法に関しまして、今年度、変更点はございません。官庁営繕事業におきましては、こちら

にお示ししております３つ、事業計画の必要性、合理性、効果の３つの観点で評価を行っ

ておりまして、それぞれの項目につきまして、評点が１００点または１００点以上を確認

するという手法になってございます。 

 一番左、事業計画の必要性につきましては、事業案の対象となっている施設に入居を予

定しております官署が、現在入居している建物の状況を評価するというものが主な内容に

なっておりまして、こちらに示しますような項目について、該当するものについて評価を

行いまして、トータルで評点が１００点以上であることを確認するということになってお

ります。 

 真ん中、事業計画の合理性につきましては、計画しております事業案に対して同等の性

能が得られる代替案の有無を確認し、事業案と代替案について、ライフサイクルコストを
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用いて比較を行い、事業案の合理性を評価するというものになっております。事業案の合

理性を確認できた場合には、１００点を付与するということにしております。 

 それから、３つ目、事業計画の効果につきましては、事業の効果の発揮の見込みを評価

するというものになっておりまして、上のＢ１、こちらは事業案により、吹き出しで書い

ております業務を行うための必要な内容を満たす見込みであることを確認いたしまして、

トータルで評点が１００点以上であることを確認するということにしております。 

 また、評点はつけておりませんけれども、Ｂ２といたしまして、事業の特性に合致した

施策に基づく機能が付加される見込みであることも併せて確認するということにしており

ます。 

 参考１については、以上になります。 

 参考２につきましては、先ほど御説明した要領等の本文を御用意しておりますけれども、

本日は詳細の説明は割愛をさせていただければと思います。 

 以上、事業評価の手法の御説明でございました。 

【部会長】  ありがとうございます。 

 ただいま御説明いただきました、資料４参考１についてですけれども、御意見、御質問

等があれば、「手を挙げる」アイコンでお知らせをいただければと思います。いかがでしょ

うか。 

 よろしいでしょうか。この後にも関係しますので、もし御質問あればいただければと思

います。よろしいですかね。 

 それでは、また後ほどでも戻って質問していただいても結構でございます。 

 次に、個々の事業につきまして、説明をお願いします。 

 まず最初に、洲本地方合同庁舎の新規事業採択時評価につきまして御説明をお願いいた

します。 

【国土交通省】  それでは、個別の新規事業採択時評価について説明いたします。 

 まず、各事案の説明に先立ちまして、御審議いただく事業の選定経緯について簡単に説

明いたします。 

 官庁営繕部では、全国で約４,０００の官庁施設の整備を担当しておりまして、防災・減

災対策、老朽化対策に重点的に取り組んでいるところでございます。その対策は改修によ

ることを基本としておりますが、改修による対策が困難な施設について更新を行っており、

更新の候補として数十程度に絞り込まれます。 
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 その上で、深刻な老朽化など、重要な課題の解決を図り、地元との連携に応えるなど、

効果が高く、敷地が確保できており、事業実施の準備が整っている事案として、２件を選

定してございます。 

 続いて、それぞれの事案について説明いたします。 

【国土交通省】  それでは１件目、洲本地方合同庁舎につきまして、御説明いたします。

参考資料３を御覧ください。 

 まず、１ページ目、計画概要でございます。 

 既存の神戸地方検察庁洲本支部・洲本区検察庁、洲本税務署及び淡路労働基準監督署、

こちらの３官署につきましては、いずれも既存施設の老朽化が進行していることに加えま

して、エレベーターが未設置であることにより、バリアフリーの点で施設の不備があるな

ど課題を抱えている状況です。本事案につきましては、これらの課題を解消するため、こ

の３つの官署を集約して合同庁舎として整備する計画です。 

 下の図は、現在各官署の庁舎が立地している場所、また建設予定地としている場所など

の位置をお示ししております。建設予定地につきましては、洲本市役所に隣接する敷地で、

現在は市有地となっています。この建設予定地を国が市から取得する一方で、洲本市は洲

本城の城郭エリアの中にある検察庁と税務署の敷地を取得の上、跡地を城跡の観光資源と

して活用する意向があります。 

 ２ページ目につきましては、現庁舎の概要でございます。いずれも築５０年を過ぎてい

る状況です。 

 ３ページ目につきましては、想定している新庁舎の概要でございます。鉄筋コンクリー

ト造４階建て、延べ面積約２,５００平方メートル、工事費としまして約１３億円を想定し

た計画となっています。 

 また、参考といたしまして、建設予定地、その周辺の状況などをお示ししています。 

 ４ページにつきましては、入居予定官署の業務概要でございます。 

 ５ページ目から、本事業評価における１つ目の視点、事業計画の必要性の評点について

御説明いたします。 

 まず、入居予定官署ごとに、①老朽から⑨法令等の９つの項目のうち、該当する計画理

由を整理しております。 

 １つ目の検察庁につきましては、老朽を主要素として１００点、また、従要素として狭

あい、施設の不備、また、地域連携に関する加算をそれぞれ計上しまして、合計で１１７
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点を評点としております。 

 ６ページにつきましては、２つ目の税務署、３つ目の労働基準監督署それぞれにつきま

して、評点を計上しております。同様の考え方で算出いたしまして、それぞれ９８点、９

５点と評点を付しております。 

 ７ページにつきましては、合同庁舎としての評点です。各入居予定官署の評点を計画面

積の割合で加重平均すると１０２.４点となりまして、本事案につきましては、合同庁舎計

画として計画しているものであることに基づきまして、１０点を加算します。合計といた

しまして、１１２点となります。この結果、１００点以上ですので、必要性を有している

との評価としております。 

 評点を付した各計画理由の詳細につきまして、８ページから１０ページに示しておりま

す。８ページと次の９ページの上段におきましては、各官署が入居する既存庁舎の老朽の

状況をお示ししております。 

 ９ページ下段につきましては、狭あいの状況をお示ししております。 

 １０ページ上段におきまして、地域連携の内容を御説明しております。本事案の入居予

定官署には、災害応急対策活動を行うことが想定される官署はありませんが、建設予定地

につきまして、洲本市役所に隣接しており、災害時には洲本市の災害対策本部の活動を支

援するため、駐車場を災害対策活動資機材や物資の集積場所とすることなどを洲本市から

御要望いただいており、事業計画に反映していきます。 

 下段につきましては、施設の不備についてです。既存の各官署ともエレベーターが設置

されておらず、一般の来庁者をはじめ、施設の利用者が階段しか利用できない状況となっ

ております。 

 以上につきまして、必要性の御説明となります。 

 続いて、１１ページ、２つ目の視点、事業計画の合理性ですが、事業案と代替案の費用

を比較しております。 

 代替案については、右下の欄に記載しておりますが、税務署と検察庁を移転集約建替と

し、労働基準監督署を現地での建て替えとしています。総費用の比較の結果、事業案のほ

うが現在価値として約２億円経済的でしたので、１００点としまして、合理性を有してい

るとの評価としております。 

 なお、この経済合理性の評価におきまして、社会的割引率を４％として算出した結果で

ありまして、社会的割引率をそれぞれ１％、２％として設定した場合におきましても算出
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し、いずれの場合においても事業案が合理的であることを確認しております。 

 １２ページは、３つ目の視点、事業計画の効果のうち、Ｂ１、基本機能の評価です。こ

の評価は、業務を行うための基本機能が発揮される見込みについて評価するものです。 

 この事業に関しては、３段目でアクセスが良好である点を評価し、Ｂ１全体の評価を１

１０点としております。 

 なお、そのほかの項目につきましては、業務を行うための基本機能を適切に確保するよ

う計画を進めてまいります。 

 １３ページは、Ｂ２の施策に基づく付加機能の評価です。この評価は、事業の特性に合

致した施策に基づく機能が付加される見込みについて評価するものです。評価項目ごとに、

確保する性能の水準と主な計画内容、それにより見込まれる効果を一覧で示しており、各

水準を達成するよう計画に反映してまいります。 

 最後のページとなりますが、以上の３つの評価結果をまとめております。事業計画の必

要性、合理性、効果の全てにおいて１００点以上となりましたので、新規事業化は妥当で

あるという評価案としております。 

 洲本地方合同庁舎に関する説明は以上です。 

【部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、洲本地方合同庁舎の説明につきまして、御意見、御質問がある場合には「手

を挙げる」アイコンでお知らせをいただければと思います。いかがでしょうか。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  税務署は狭あいが理由になっていないから１５％ぐらい面積が減るとい

うことですね。これと絡んで、代替案を見つけるときに、現在の必要な面積が足らないと

いう意味のことが１１ページの右下の米印にあります。ここには必要な面積に対応する賃

借施設が存在しないと書いてあります。これは、１５％減った分、すなわち新しい面積で

もないのでしょうか。それとも事前の広い面積であればないということでしょうか、技術

的なことですが教えていただければと思います。 

 以上でございます。 

【部会長】  事務局、まとめてからにいたしましょうか。 

【国土交通省】  はい、承知しました。 

【部会長】  それでは、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  ありがとうございます。 
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計画としては、３つの施設を一つにし、また、都市の中心部に持ってくるということで、

都市計画的にコンパクトシティでいいかと思います。ただ、この計画図を見ながら２つ質

問があります。 

 １点目は、地震が起きた災害の場合には、隣の市役所と共同して駐車場を使ってという

ようなことが書いてありますが、３ページの計画図を見ますと、市役所と今回計画されて

います駐車場の間に、広場・緑地空間とあります。広場空間であれば、多分にハードぺー

ブという固いものなので、そういった利用ができると思うんですけども、緑地ですと、土

ということで、市役所と駐車場の間に緑地がある状態で、この災害対応の使い勝手はどう

なんでしょうかということが１点目の質問です。 

 ２点目は、今回この敷地計画図で建築の内部の計画図はないので、お考えであれば教え

ていただきたいんですけれども、３つの施設、検察と税務と労基ということで、随分３つ

とも業務が違うものです。性格の異なるものが同居するということで、いらっしゃる市民

の方に対する安全とか、そういったところをどのように考えて計画されているか、今の時

点でのお考えをお知らせください。 

 以上です。 

【部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、続きまして、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  ありがとうございます。 

 ２つ質問したいのですが、１点目は、もともと４,０００件もある官庁施設の中で、この

２件が選ばれたというプロセスについて、最初に説明が少しありましたけども、４,０００

件を例えば１００年の寿命で建て替えるとすると１年に４０件ずつやっていかなきゃいけ

ないのに、１年に２件でいけるのか疑問があります。長期的なビジョンの中でのこの２件

の位置づけがどうなっているのかをもう少しお知らせいただきたいです。 

 もう１点は、先ほどの○○委員や○○委員の話とも通じるんですけども、もともとの建

物の面積を合計した面積よりも、今、計画されている面積が大きくなっていると思うんで

すね。合計して２,０００平米ぐらいのものが延べ面積２,５００ぐらいになっています。

通常、用途が違うとはいえ、３棟を一つの建物にすると効率的になる可能性が高いので、

面積としてはシュリンクできると思いますが、その辺りの規模をどのように想定されたの

かを教えていただきたいです。 

 以上です。 
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【部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、ほかに手が挙がっていないので、事務局、よろしいでしょうか。 

【国土交通省】  御質問ありがとうございました。まず１点目、○○委員からいただい

ております御質問につきましてでございます。 

 事業計画の合理性の評価におきまして、代替案の設定をしているところでございますが、

こちら右下に記載のとおり、各官署の入居に必要な面積に対応する賃借施設が存在しない

という御説明をしております。こちら、洲本の市街地周辺、近隣の賃借施設を民間のオフ

ィスビルなど、こういったものを調べているところでございます。その中で今回、各官署

が入居できる必要面積が確保できるような施設を見つけることができなかったというとこ

ろでございますが、その必要な面積・規模につきましては、今回新たに計画している各官

署がそれぞれ必要とする面積ということで、今回の事業計画を検討していく上で、官署ご

とに必要な面積を職員数でありますとか、業務として必要な室、そういったものを確認し

て面積を積み上げて必要面積を算出した、そういった検討結果に基づきまして確認をして

いるというところでございます。 

 ２点目、○○委員からいただいております御質問につきまして御説明いたします。新庁

舎の概要における配置計画につきましては、詳細につきまして、与条件の整理と設計の着

手以降、具体的には検討を進めていくところでございまして、現時点でこの計画の配置計

画図として記載しているこちらの資料につきましては、想定と御理解いただければと思い

ます。したがって、ここでお示ししている配置どおりに実際設計が進められるというふう

に限定しているものではないということで、また、この広場・緑地空間の機能・用途につ

きましても、現時点で明確に決まっているものではないというところでございまして、市

役所側のスペースと連携してイベントであるとか、そういったものに使えるようにという

ことを想定して、現時点でこの広場・空間を設けているというところではございます。こ

ちらにつきましても、今後、具体的に案件を進めていく際に、市ともよく相談しながら検

討・調整を進めてまいりたいというふうに考えているところでございます。 

 ３つ目、同様に○○委員からいただいた御質問につきまして、入居する官署が性格の異

なる来庁者が出入りするという点でございます。こちらにつきまして、税務署、検察庁、

また労働基準監督署、それぞれの来庁者のうち、特に検察庁におきましては、刑事事件に

おける被疑者の出入りなども想定されるというところでございまして、こちらにつきまし

ては、被疑者の出入りする動線につきまして、出入りの入り口を分ける、またエレベータ
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ーの出入りを制限する、そういった運用をする場合があります。そういった具体的な出入

りの運用につきまして、どのように実際に必要な機能を確保していくか。そういったこと

も各官署にも確認しながら、設計の過程で内部の平面計画などに反映していく、そういっ

たことを進めてまいるというところでして、合同庁舎の計画におきまして、各官署の来庁

者の性格の異なる点につきまして、十分調整をしていきながら進めたいと思っております。 

【国土交通省】  ○○委員から御質問がありました点でございますけれども、今回、新

規事業採択の対象として２件ございますけれども、こちらは選び抜いた２件という形でご

ざいます。深刻な老朽化など重要な課題の解決を図り、地元との連携に応えるなど効果が

高く、敷地が確保できており、事業実施の準備が整っているものということで、今回２件

を選んでいるという形でございます。しかしながら、官庁施設については、高度成長期の

同じような時期に多くの施設が整備されておりまして、築後３０年以上のものが５割強を

占めているという状況でございます。これまで改修により対応してきまして、更新の件数

というのはそれほどなかったのですけれども、今後、老朽化がさらに進行することにより

更新が必要となる施設も今後増加する方向であると考えているところでございます。 

 また、この４,０００施設についても、必ずしも全て官庁営繕の予算で対応しているとい

うわけではなくて、官庁営繕の予算は主に合同庁舎のほう、合同庁舎の建設とかの対応を

させてもらっているのですが、中には単独庁舎の老朽化が著しかったり、また官署の統廃

合があったりして、各省庁の予算で建てるというのがあったりします。そういったものは

この事業評価の委員会の対象外になりますが、そういったものも中にはあるという形でご

ざいます。 

 それが１つ目の御質問でございまして、もう一つの御質問、建物の面積の合計の件でご

ざいますけれども、まさに合同庁舎にすることで複数の官署が集まりまして、集約化によ

っての効率化するというのはございます。ただ一方で、もともとの庁舎が狭過ぎるといい

ましょうか、数十年前に建てたときに、当時の人員が、働いている方が少なかったりとか、

今ほど業務が複雑化していなくて、固有業務室という、その官署特有の部屋が少なかった

りしまして、今の人員や業務であればもっと広くする必要があるということでございます。

つまり、それぞれの官署は広がったりはしつつ、合同庁舎化で集約化して効率化して、ト

ータルで差引きをして面積が増えているというのが結果でございます。 

 以上でございます。 

【部会長】  ありがとうございました。御質問、御意見いただいた委員の皆様、いかが
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でしょうか。よろしいでしょうか。 

 ○○委員、お願いします。 

【○○委員】  ２点目の面積の件ですね。もちろん事業に面積規模というのは非常に大

きく影響するので、どういう規模のものがどういう形で想定されているのかという事業の

プログラムというものが想定されているはずだと思います。それらが示されて、それが妥

当かどうかということが事業の評価じゃないかなという気がいたしましたので、その辺り、

今後で結構ですけれども、どういう形でなっているのかを確認させていただければと思い

ます。 

【国土交通省】  分かりました。ありがとうございます。 

 それで、最後の事業計画の効果のところでございまして、事業計画の効果のロの①で建

築物の規模ということで、業務内容等に応じて適切な規模を設定ということでございます。

どういう考えかといいますと、主には職員の人員数や職階、例えば課長とか課長補佐とか

をもとに換算人員を算出し、１人当たりの面積を掛けていく、つまり換算人員に対して１

人当たりの面積を掛けていくという形で事務室面積を算出してございます。これが、一般

庁舎面積算定基準という、統一基準の面積の基準にございまして、そういったもので事務

室の面積を算出し、会議室や倉庫の面積も算出していくというような形になってございま

す。 

 その上で、省庁ごとに独自の業務というのがありまして、税務署には税務署の独自の業

務もあるし、検察には検察の取調べとか独自の業務がありますので、そういった各省庁の

独自の固有業務の部屋というのを省庁ごとに個別に算定して、足し合わせて建築物の規模

というのを算定してございます。 

 以上になります。 

【部会長】  ありがとうございます。○○委員、よろしいでしょうか。 

【○○委員】 ありがとうございました。 

【部会長】 それでは、続きまして、周南地方合同庁舎の新規事業採択時評価につきまし

て、御説明をお願いいたします。 

【国土交通省】  それでは、２件目の周南地方合同庁舎につきまして御説明いたします。

参考資料４を御覧ください。 

 まず、１ページ、計画概要です。既存の山口地方法務局周南支局、徳山税務署、徳山労

働基準監督署、徳山公共職業安定所の４か所につきましては、いずれも既存施設の老朽化
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が進行していることに加え、エレベーターが未設置によりバリアフリーの点で施設の不備

があるなど課題を抱えている状況です。また、山口地方法務局周南支局におきましては、

周南市から借用している土地にありまして、現在、市では周辺の敷地との一体的な利活用

を考えているということで、返還を求められている状況にあります。 

 本事案は、これらの課題を解消するため、４つの官署を集約し、合同庁舎として整備す

る計画です。下の図におきましては、現在、各官署の庁舎や建設予定地などの位置を示し

たものです。建設予定地は周南市役所に面した敷地で、現在は市有地で駐車場として利用

されています。この建設予定地を国が市から取得する予定となります。 

 また、建設予定地を含む街区では、市を中心とした一体的な整備を目指すこととして、

敷地東側におきまして、市が整備予定の駐車場との一体的な利用や、今後整備が見込まれ

るほかの施設とも連携した空間づくりを見込んでいます。 

 ２ページ、３ページは、現庁舎の概要です。法務局におきましては、現在、築後２５年

でございますが、建設当時、簡易な仕様で整備された経緯があり、老朽化が進んでいる状

況です。また、そのほかの庁舎におきましては、いずれも築後５０年が過ぎております。 

 ４ページは、想定している新庁舎の概要で、鉄筋コンクリート造一部木造、６階建て、

延べ面積約５,８００平方メートル、工事費として約３２億円を想定した計画となってい

ます。また、参考として、建設予定地やその周辺の状況などをお示ししています。 

 ５ページは、入居予定官署の業務概要です。 

 ６ページから、評価の１つ目の視点、事業計画の必要性の評点について御説明いたしま

す。洲本地方合同庁舎と同様、入居予定官署ごとに計画理由を整理しており、１つ目の法

務局におきましては９３点、２つ目、税務署におきましては８８点を評点としております。 

 ７ページ目、３か所目の労働基準監督署、４か所目の公共職業安定所におきましても、

それぞれ評点を整理しており、それぞれ１０８点、１０４点を評点としています。 

 ８ページは、合同庁舎としての評点です。各官署の評点を計画面積の割合で加重平均す

ると９５.５点となり、本事案は合同庁舎計画として計画しているものであることに基づ

きまして１０点加算し、合計で１０５点となります。この結果、１００点以上ですので、

必要性を有しているとの評価としております。 

 評点を付した各計画理由の詳細につきまして、９ページから１２ページに示しておりま

す。９ページ、１０ページは、各官署が入居する既存庁舎の老朽の状況です。 

 １１ページの上段は、狭隘の状況でございます。下段につきましては、法務局の借用返
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還について改めて御説明するもので、周南市から借用している敷地の返還を求められてい

るという状況でございます。 

 １２ページ上段は、地域連携の内容です。本事案の入居予定の官署には、災害応急対策

活動を行うことが想定される官署はありませんが、災害発生時、安全性が確認できる場合

には、エントランスホールや会議室を一時避難スペースとして活用することを周南市から

御要望いただいており、事業計画に反映していきます。 

 下段におきましては、施設の不備についての御説明です。既存の各官署ともエレベータ

ーが設置されておらず、一般の来庁者をはじめ、施設の利用者が階段しか利用できない状

況となっております。 

 以上が必要性の説明です。 

 続きまして、１３ページ、２つ目の視点、事業計画の合理性ですが、事業案と代替案の

費用を比較しております。代替案につきましては、右下の欄に記載しておりますが、法務

局と税務署を移転・集約・建て替えとし、労働基準監督署、公共職業安定所の現地での建

て替えとしています。それぞれ必要な面積等の考え方につきまして、先ほどの洲本地方合

同庁舎と同様となります。 

 総費用の比較の結果、事業案のほうが、現在価値として約５億円経済的でしたので、１

００点として合理性を有しているとの評価としております。なお、この経済合理性の評価

におきまして、社会的割引率を４％として算出した結果でありまして、社会的割引率をそ

れぞれ１％、２％とする場合も算出し、いずれにおきましても、事業案が合理的であるこ

とを確認しております。 

 １４ページは、３つ目の視点、事業計画の効果のうち、Ｂ１：基本機能の評価です。こ

の事業に関しては、２段目で自然的条件から見て災害防止・環境保全上良好な状況である

点、また、３段目でアクセスが良好である点をそれぞれ評価しております。ほかの項目に

つきましては、業務を行うための基本機能が確保できるよう計画を進めてまいります。合

計としまして、Ｂ１の評点を１２１点としております。この結果、１００点以上ですので、

業務を行うための基本機能が発揮されるものと評価しております。 

 １５ページは、Ｂ２の施策に基づく付加機能の評価です。基本的な考え方は、洲本地方

合同庁舎と同様のものとなります。 

 最後のページにおきまして、以上３つの評価結果をまとめております。事業結果の必要

性、合理性、効果の全てにおいて１００点以上ですので、新規事業化は妥当であるという
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評価案としております。 

 周南地方合同庁舎に関する説明は以上です。 

【部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、ただいまの説明につきまして、御意見、御質問等がある場合には、「手を挙げ

る」アイコンでお知らせをいただければと思います。ぜひ積極的にお願いできればと思い

ます。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】 幾つか質問させてください。この委員会で出てくる事案はいつも、築４０

年超、築５０年超等、老朽化が激しく、一方で、この時期（高度経済成長期）の施設は全

国で多いので、待ち行列はどれだけあるのか、という問題があると思います。 

 一方で、山口地方法務局の事案では、築２５年と比較的新しい建築がありますが９ペー

ジの情報では老朽度は相当進んでいるように思えました。日常の修繕方針はどのように実

施されているのか可能な範囲で教えてください。 

 もう1点、「現存率」という用語の定義、測り方を説明いただきたいです。 

 以上です。 

【部会長】  ありがとうございます。 

 ほかに手を挙げている委員の皆様いらっしゃいますでしょうか。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  ありがとうございます。こちらも先ほどの例と同じように、面積が結構

増えているんですね。さっきと違う見方で言いますと、これはそれぞれの省庁の管轄のも

のなので、その中身に触れるのはなかなかできないのかもしれないんですけど、今どきの

働き方改革というのは建設業だけじゃなくて省庁にも多分及んでいると思うんですが、そ

ういうオフィスの在り方とか、働き方そのものを見直すということが、今、自治体などで

施設を見直すときには必ずソフトの見直しをしていると思うんですね。中身をどういうふ

うに使っていくのかを変えないと、建物だけ入れ替えても意味がないということをかなり

議論していると思います。官庁施設の場合には、そうした中身の在り方を見直していくよ

うなことは判断の材料に入らないんでしょうか。それも実は事業評価の重要な視点じゃな

いかなと思うんですが、その辺りどう考えておられるのか教えてください。 

【部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、続けて○○委員、お願いいたします。 
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【○○委員】  二度目の発言になりますが、申し訳ありません。１点だけ確認です。今

回、Ｂ／Ｃを出していただいています。公共事業評価手法委員会では、営繕がＢ／Ｃを出

していないという位置づけになっており、基準にはＢ／Ｃが入っていません。そうすると、

Ｂ／Ｃを出しておられるのは参考値という扱いなんですか。例えば出した限りは、どうい

うふうに算出するかを示しておかなくていいのかという気がしました。以上でございます。 

【部会長】  ありがとうございます。 

 よろしければ、一旦ここで事務局から回答等をお願いいたします。 

【国土交通省】  ありがとうございます。１点目、○○委員からいただきました御質問

につきましてでございます。 

 法務局につきましては、築２５年ということで、ほかの官署に比べると築年数は比較的

浅いという状況でございますが、こちらの官署は、長く使うことを想定していないプレハ

ブのような形式で簡易な仕様で整備されたという経緯が建設当時ございます。現在の状況

におきましては、屋根が折板であるということもありまして、漏水など不具合が生じてい

るというところではございますが、一定程度想定される状況の老朽というふうに考えてご

ざいます。 

 ふだんの修繕はどういうふうにされているかという点につきまして、こちら法務局の管

理官署におきまして適切な維持管理はされているものというふうに承知はしているところ

でございます。一方で、各建物の構造体でありましたり、仕上げ・非構造の部材でありま

したり、そういったところの老朽化に伴ってこういった事象が発生しているというところ

については、一定程度想定し得るものということで、法務局の庁舎については築浅ではご

ざいますが、そういった老朽化が進んでいるということを反映した評価になります。 

【○○委員】  ありがとうございます。 

【国土交通省】  現存率についての御質問をいただきました。現存率につきましては、

我々国土交通省の職員が実際に現地に行きまして、建物の状況を見て、確認した結果を基

に老朽度合いを数値化したものになっております。概要を示す資料を画面に映しましたけ

れども、今真ん中には軀体の例をお示ししております。軀体ですとか屋上の防水の状況、

あるいは外壁の状況、あとは設備機器なんかも設置年数、それから劣化の状況等を確認い

たしまして、各部位の現存率を０.１刻みでまずは出しまして、それらに対して建物のコス

トの構成割合で重みづけをして、全体の現存率というものを算出しております。したがい

まして、例えば設備機器がまだ更新していないとなると設備の部分の現存率は低くなりま
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すが、建築の部分はまだ劣化が見られない状態であるとなると、全体としてはならされた

形で、建築物全体の現存率が出てくるというような指標になってございます。 

 ざっくりとですが、以上になります。 

【○○委員】  ありがとうございました。 

【国土交通省】  続きまして、○○委員からの御質問で面積についてでございますけれ

ども、オフィス改革とか働き方改革というのは非常に重要な取組でございまして、私たち

もしっかりやっていっていますし、各省庁の動向というのは注視しているというところで

ございます。 

 その上で、周南の入居官署ですけれども、主にはお客さまが来るような官署、税務署で

ございましたり、登記のために来る法務局でございましたり、職業安定所でございました

りと。お客さまが来るような施設については、当然、テレワークになかなかなじまないと

ころも業務内容にあったりしますので、個別性があると考えてございます。新しいオフィ

スの在り方については、設計の中で入居官署とよく打合せをしながら、入居官署から要望

をもらいながら、設計の中で十分検討していきたいと思っております。 

 以上でございます。 

【国土交通省】  続きまして、○○委員から御意見のありましたＢ／Ｃを出しているの

ではないかという御質問ですけれども、今画面にお示ししております事業計画の合理性の

評価につきましては、事業案と代替案のライフサイクルコストをそれぞれ算出して、その

コスト同士を比較したものになっております。したがいまして、事業による便益を出して、

それと事業案のコストについて比較をしているという形にはなってございません。 

【○○委員】  よろしいですか、そうすると、一般的に言われているＢ／Ｃとは違って、

ライフサイクルコストの比較で、コスト・コストの比較で示されているということでよか

ったでしょうか。 

【国土交通省】  おっしゃるとおりでございます。 

【○○委員】  分かりました。御説明いただいてありがとうございました。 

【部会長】  ○○委員、よろしいでしょうか。 

【○○委員】  結構です。 

【部会長】  積極的に御意見いただくというのは大変重要だと思っております。ありが

とうございます。 

 それでは、ほかの御発言いただいていない委員の皆様もよろしいでしょうか。 



 -18- 

 それでは、本件議題について２件ございますけれども、官公庁施設部会及び事業評価小

委員会としての意見を決定させていただきたいと思います。様々御質問いただきましたけ

れども、これらの２件については、新規事業化は妥当であるというような結論でよろしい

でしょうか。もし異論がある場合には、「手を挙げる」アイコンでお知らせをいただければ

と思います。よろしいでしょうか。 

 それでは、異論はないというようでございますので、妥当であると決定をさせていただ

きます。建築分科会の報告につきましては、官公庁施設部会長である私に御一任をいただ

きますよう、よろしくお願いいたします。どうもありがとうございました。 

 それでは、次の議題に移りたいと思います。「最近の官庁営繕行政について」の報告を事

務局のほうからお願いいたします。 

【国土交通省】  それでは、資料の５、最近の官庁営繕行政について御報告させていた

だきます。 

 １ページを御覧ください。「官公庁施設整備における発注者のあり方について」の答申を

受けた取組状況の現時点での御報告でございます。答申で示していただいた当面実施すべ

き施策（１）から（４）に対応した主な取組を一覧で記載しております。 

 新しい取組といたしましては、（２）に対応した取組の技術基準等の整備・活用の促進の

ところに記載している公共建築工事標準仕様書などについて、今年の３月に改定するとと

もに、官庁施設の設計業務等積算基準及び同要領の解説・パンフレットを同じく今年の３

月に作成をしております。 

 また、（４）に対応した取組の一番下に記載している「公共建築工事における工期設定の

基本的な考え方」を今月改定しております。 

 また、資料には記載しておりませんが、（１）に対応した取組であります「公共建築工事

の発注者の役割」解説書につきまして、昨年の第三次・担い手３法を踏まえた改正を行う

予定でございます。今後も引き続き、国や地方公共団体との連携を図りながら、社会情勢

の変化などに発注者として適切に対応するために必要な取組を進めてまいります。 

 続いて、２ページを御覧ください。「官庁施設の設計業務等積算基準及び同要領」の解説

及びパンフレットについてでございます。基準及び要領につきましては、業務報酬基準の

改定に合わせて令和６年１月に改定したところですが、公共発注機関においても広く活用

されていることを踏まえ、今年３月に解説及び周知用のパンフレットを作成しました。解

説では、公共建築相談窓口等で質問が多い内容を留意事項として取りまとめております。
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引き続き、公共発注機関における予定価格の適正な設定に資するよう、官庁営繕における

設計業務等委託料の積算方法の周知と理解の促進に努めてまいります。 

 続いて、３ページを御覧ください。営繕事業における働き方改革の取組についてです。

ここに示してありますように、適正な工期設定や生産性向上などの取組をパッケージ化し

て推進しております。令和７年度から拡充する取組については、次の４ページにまとめて

おります。 

 ４ページを御覧ください。昨年６月に成立した第三次・担い手３法などを踏まえまして、

直轄の営繕事業において今年度から４つの取組を拡充し、働き方改革をより一層推進する

こととしております。それぞれの取組につきましては、次のページから順に御説明をいた

します。 

 ５ページを御覧ください。週休２日促進工事についてです。昨年度より工期全体の「通

期で週休２日」に加え、「月単位の週休２日」の確保に向けた取組を推進していましたが、

２つ目の丸にありますように、今年度から工期中の全ての週における週休２日の確保に向

けた取組を推進しております。 

 次に６ページを御覧ください。営繕工事の生産性向上に向けた関係者間調整についてで

す。現場の円滑な運営には、設計図書の完成度を高めることも重要です。そこで、令和５

年にまとめた営繕工事の生産性向上に向けた関係者間調整の円滑化のために、営繕工事の

各段階において発注者として実施する事項につきまして、特に設計に関連した取組につい

ての理解を深めるための事例を用いた解説資料を今年３月に公表しました。 

 次に７ページを御覧ください。工期設定の基本的考え方についてです。令和６年４月よ

り建設業において時間外労働規制が適用されたこと等、平成３０年の取りまとめ以降の建

設業にまつわる動向などを踏まえまして、公共建築工事の発注者が連携して建設業の働き

方改革をより一層推進するために、「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」の見

直しを行い、取りまとめました。 

 次に８ページを御覧ください。生産性向上技術の活用についてです。官庁営繕事業にお

いては、新築の設計業務及び工事の全てにおいて、ＢＩＭ活用に関する発注仕様書である

ＥＩＲという発注者情報要件を原則適用し、ＢＩＭ活用を促進しております。また、ＢＩ

Ｍの活用法を実例的に示すことを目的に、ＥＩＲで示す指定項目への対応を基本としたＢ

ＩＭデータの例として「営繕ＢＩＭモデル」を作成し、そのデータの公開をしているとこ

ろです。さらに、積算にＢＩＭデータから取得した情報に必要となる条件やデータ等を追
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加して積算数量の算出を行う「ＢＩＭ連携積算」を試行しております。 

 下段の「デジタル技術を活用した監督・検査の試行」につきましては、令和５年度から

配筋検査とガス圧接継手外観検査について試行を行っております。 

 なお、資料には記載しておりませんが、デジタル技術に関連した取組では、公共建築工

事標準仕様書のデジタル版の作成に向けて、昨年度は建築を中心に、そして今年度は設備

も対象に加え、検討を進めております。 

 次に９ページを御覧ください。官庁施設におけるポテンシャル評価の試行についてです。

官庁施設は半数以上が築後３０年を超えており、その多くが今後、改修や更新の時期を迎

えることを踏まえ、令和７年度より官庁施設において更新を優先的に検討する施設と長寿

命化を優先的に検討する施設を整理するための評価手法について試行をしております。試

行結果を踏まえ、評価手法を見直すとともに、評価結果から今後の官庁施設の整備の方向

性、緊急度判定基準の見直しの基礎資料としての活用を考えております。 

 次に１０ページを御覧ください。脱炭素社会の実現に資する取組についてです。政府実

行計画において、２０３０年度までに新築建築物平均でＺＥＢ Ｒｅａｄｙ相当となるこ

とを目指す、という目標が掲げられており、官庁営繕事業においても各種取組を実施して

います。新築事業については原則、ＺＥＢ Ｏｒｉｅｎｔｅｄ相当以上として整備すると

ともに、可能な限りさらに高い省エネルギー性能を目指します。また、再生可能エネルギ

ー利用を推進し、太陽光発電設備については、日射条件や屋上を避難場所とするなどの他

の用途との調整等を考慮しつつ、最大限設置することを徹底します。 

 次に１１ページを御覧ください。建築物ＬＣＡの取組についてです。建築物のライフサ

イクルカーボンの基本構想において、国が建設する庁舎において建築物ＬＣＡを先行的に

実施するとされました。これを受けて、令和７年度の新築設計段階において、ライフサイ

クルカーボンの算定を試行するとともに、設計の完了した官庁施設を対象に削減に向けた

検討を開始いたします。 

 続いて１２ページを御覧ください。ＺＥＢ及び建築物ＬＣＡの取組のロードマップです。

前回の官公庁施設部会において、どのような形で脱炭素に向かっているかというのを見え

るようにしたほうがいいのではないかという御指摘をいただきまして、それを踏まえて作

成したものでございます。 

 ＺＥＢに関しては、これまでＺＥＢ Ｏｒｉｅｎｔｅｄ相当以上となる設計を行ってい

ました。今後の環境省の平均ＺＥＢ Ｒｅａｄｙの考え方によりますが、省エネ水準の引
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上げを行い、原則、ＺＥＢ Ｒｅａｄｙ以上の基準化を目指します。 

 建築物ＬＣＡについては、２０２８年度の建築物ＬＣＡ制度化を見据え、官庁営繕部に

おける先行実施の取組で得た知見等を生かして環境保全性基準に反映します。 

 １３ページを御覧ください。木材利用の取組についてです。公共建築物等における木材

の利用の促進に関する法律の改正に伴い、法に基づく新たに決定された基本方針において、

木造化を図る公共建築物の範囲が拡大されたことを受けまして、左下の技術基準類の整備

の３つ目の丸に記載している公共建築木造工事標準仕様書を令和７年３月に改定し、混構

造を含めた多様な木造化にも対応するなど、内容を拡充いたしました。 

 続いて１４ページを御覧ください。霞が関地区の主な整備状況についてです。官庁営繕

部では平成２０年６月に答申をいただいた「今後の霞が関地区の整備・活用のあり方」等

を踏まえて、霞が関地区の施設整備を推進しております。今年度は昨年度の御報告から状

況は大きく変わっておりませんので、新たに御確認いただきたい事項はございませんが、

主な事業の進捗状況について御報告いたします。 

 地図の赤い線の内側が一団地の官公庁施設として都市計画決定されている霞が関団地と

なります。地図の中で、黄色の吹き出しの箇所が、通常の事業で設計または建設中の施設、

青色の吹き出しの箇所が、ＰＦＩ事業により建設中の施設になります。順に現状を御報告

いたします。 

 １５ページを御覧ください。新たな国立公文書館及び憲政記念館につきましては、現在

旧施設の取壊し工事を進めており、今年度後半は土工事を行う予定となっております。 

 １６ページを御覧ください。警察総合庁舎につきましては、現在、設計業務において実

施設計を行っております。また、新築工事に先立ち、旧施設の取壊し工事の発注手続を進

めております。 

 １７ページを御覧ください。内閣府新庁舎につきましては、令和９年度の施設完成を目

指し、現在、建設工事を進めているところでございます。 

 １８ページは、ＺＥＢに関する御参考となっております。 

 御報告は以上でございます。 

【部会長】  ありがとうございました。 

 ただいまの報告につきまして、御質問等がございましたら、「手を挙げる」アイコンでお

知らせをいただければと思います。ぜひ皆さんから御質問とか御意見をいただければと思

います。いかがでしょうか。ぜひ一言でも御発言いただければ。 
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○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  すみません、シンプルな質問なんですけれども、一団地認定されている

霞が関の計画についてです。１４ページを見ていただくと、ＰＦＩ事業で行われているも

のが１件で、ほかの２件は通常の建設というふうに説明ありました。現在、内閣府をはじ

め政府では、ＰＦＩ事業推進室なんかを設けてＰＦＩを非常に推進する方向だというふう

に理解しております。ＰＦＩを使わないという建設手法を選んだ何か理由があるのであれ

ば教えていただきたいと思いました。お願いいたします。 

【国土交通省】 御質問のございましたＰＦＩの件でございますけれども、それぞれ公文

書館、警察総合、いずれも企画立案を各省庁のほうでしてございまして、各省庁のほうで

ＰＦＩをしないという決定をしたという形になっています。それはそれぞれ施設の特性が

あって、ＰＦＩになじまないというのを整理されたというふうに聞いてございます。 

 以上でございます。 

【○○委員】  現状はそうかと思いますけれども、推進室のほうでも建物だけではなく

て公園もというふうに広くやるという方向にあるようです。可能であればＰＦＩでやるの

ではなかったのかなというふうに思いましたので質問させていただきました。現状そうだ

ということはよく分かりました。ありがとうございます。 

【国土交通省】  おっしゃるとおりでございまして、官庁営繕予算の場合でしたら、一

定の規模以上でＰＦＩがなじむものについては、検討した上でＰＦＩ手法という方向で進

めております。私どもも可能なものはＰＦＩを推進しているというところでございます。 

【部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  御説明どうもありがとうございました。木造化の推進を一層推し進める

ということで、ぜひうまくいってほしいんですが、実際に混構造を造っていく中で、施工

の段階でいろいろ心配なことがあるのも事実なんですね。例えば鉄骨構造でしたら、精度

を考えるときには１ミリ、２ミリの誤差で納めるのも不自然じゃないですけれども、木造

に関してはそこまでの精度で造るのが難しい場合もあり、そういったそれぞれの世界で当

たり前だと思っている精度、そのオーダーが違う者同士を最後にくっつける段階で全然納

まらなかったり、どこかにしわ寄せが、工程の最後のほうにひどいしわ寄せがきてしまっ

たり、そういった施工上の不具合が起こりやすいこともまた事実なんですね。 

 なので、木造化によっておのずと混構造化も進むと思うんですけれども、そういったも
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のの施工に当たっては、より積極的に、お互いに施工精度とか、全体をうまく施工するた

めに必要な精度はどの辺りなのかという話合いを積極的に進める必要があると思うんです。

そういう部分を十分配慮しながら、ぜひ成功例としていっていただきたいなと思っており

ます。その辺がうまくいかないと、せっかく木造にしたものの、数年たったらカビだらけ、

さびだらけになっていて、結局失敗じゃないかということが全国で一斉に起こってしまっ

たら、これは大変なことだなと思います。その点の前例の研究だとか、ぜひ積極的に取り

入れてほしいなと思いました。 以上です。 

【部会長】  ありがとうございます。事務局から何か御返答、回答等ございますでしょ

うか。いかがでしょうか。 

【国土交通省】  木造化の、特に混構造について御指摘いただき、ありがとうございま

す。昨年度から今年度にかけてですけれども、混構造にする場合のディテールについて、

これまでの事例と、設計上、施工上の留意事項を取りまとめるという検討会を設置してお

りまして、そちらで取りまとめ次第、各地方整備局へ展開するとともに、各地公体に情報

提供してまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

【○○委員】  よろしくお願いします。 

【部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  すみません、何点かまた伺います。１つはシンプルな質問ですけど、木

造化に関連して、木造化を積極的に進めるとあるんですけど、先ほどの洲本とか周南のよ

うなものも、最近は木造でもできるようになってきていると思うんですが、どういうもの

だったら木造にするというのは、何かルールが国交省の中に、官庁営繕の中にあるのかと

いうことをお聞きしたいです。 

 それから２点目、官庁施設におけるポテンシャル（性能）評価の試行という９ページの

ところ、これは私も昨年関わらせていただいたものですけれども、先ほどのどういうふう

に対象の案件を選んでいくのかというプロセスが、こういう試行と、それからどういうも

のを改修したり更新したりするかというプロセスは、どう関係しているのかということを

教えていただけますか。お願いします。 

【部会長】  それでは事務局、お願いいたします。 

【国土交通省】  まず、木造化のルールについてお答えしたいと思います。 
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 いわゆる都市（まち）木法と言われる法律の基本方針がございまして、そちら令和３年

度に改定がなされまして、中高層の建築物も含めて木造化を図るということになっており

ます。それは全体の木造化、純木造だけではなくて今話題になっています混構造も含めて

ではございますけれども、推進するということになっています。その基本方針の中で、木

造化になじまないという類例が示されておりまして、私ども国土交通省で一番関わりがあ

るところで言いますと、災害対策活動拠点になる施設については、今のところ木造化がな

じまないとされておりまして、そういった用途の施設については非木造で建設しておりま

す。類型に入っていないものにつきましては、基本的には混構造を含めた木造化を進める

というルールになっております。 

 以上です。 

【国土交通省】  続いて、２点目のポテンシャル評価について御説明させていただきま

す。 

 ○○委員におかれましては、ポテンシャル評価の試行内容の取りまとめに御指導いただ

きまして、大変ありがとうございました。それで、こちらのポテンシャル評価を活用しま

して、先ほどの御説明にもありましたけれども、官庁施設は、半数以上が築後３０年を超

えているということでございますので、更新する施設をちゃんと見極めていかないといけ

ないということで、この評価を活用して、どういう施設を優先的に更新していくかという

ところをしっかり抽出して、その次の段階の評価に活用していきたいと考えておりますし、

また、事業評価の必要性の評価と重なるところもありますので、この辺りは今回の試行を

経て、どういう形で見直すかというところも含めて検討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

【○○委員】  ありがとうございます。 

【部会長】  ○○委員、よろしいでしょうか。 

【○○委員】  確認ですけど、今日御説明いただいた洲本と周南は、いずれも災害対応

もあるということなんですね。鉄筋コンクリートだったと思うんですけど、周南のほうは

一部木造ってあるんですかね。 

【国土交通省】  洲本地方合同庁舎におきましては、入居予定官署に検察庁がございま

して、治安上の目的等から木造以外の構造とすべき施設に当たるということで、本事業に

おきまして木造化の対象としていないところです。周南地方合同庁舎におきましては、こ

ういった木造化になじまない、また木造化を図ることが困難といった入居予定官署はない
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ということで、一部木造ということで木造化を図る計画としております。 

【○○委員】  ありがとうございます。 

【部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  本日も参加をさせていただいて、ありがとうございました。最近の官庁

営繕業務ということでお伺いしていて、そこに関連して、極めて文系的で行政法的な御質

問で恐縮なのですけれども、そもそも官庁営繕業務の目指すべきところというのは何なの

だろうと思って今、にわかにいろいろと情報を調べておりましたところ、国土交通省のホ

ームページの中には、官庁営繕計画書というのが出てきて、それについては毎年度改訂さ

れているということが、毎年度、基本的には新たなものにしていく状況にあるというのが

分かったのですけれども、ミッションに関わる資料が、今ホームページに載っているもの、

例えば官庁営繕におけるミッションの実現に向けた取組についてとか、あとは官庁営繕部

職員業務行動指針という、そもそも官庁営繕というのはどうあるべきかみたいなことを示

す書類の日付がすごく古くなっているような気がしたのですけれども、新しいものはでき

ているのでしょうか。または、新しいものを策定する運びみたいなものはあるのでしょう

か。そもそも官庁営繕が目指すべきところみたいなところは、どこでどういうふうに決め

られているのかということを教えていただければと思いました。よろしくお願いいたしま

す。 

【部会長】  それでは、事務局、お願いいたします。 

【国土交通省】  ○○委員御指摘のとおり、官庁営繕のミッション等を示したものが随

分前のものになっているということで、今の目でいろいろとまた考えなければいけないス

テージになっているかなというように思っているところでございます。これに関連するも

のとして省の中でもいろいろな動きが現在ございますので、そういったことも踏まえなが

ら、そろそろまた考えるタイミングかと思います。ただ、恐らく官庁営繕の根幹的な役割

として普遍的な部分があると認識しております。官庁営繕のミッションについて、「国民の

共有財産である官庁施設に関して、良質な施設及びサービスを効率的に提供し、公共建築

分野において常に先導的な役割を果たすこと」と定めております。これ自体はあまり変わ

らなくて、ただ、これを実現するためのやり方などを常にその時代に即して変えていかな

ければいけないのではないかと認識しております。○○委員の御指摘も踏まえまして、い

ろいろとまた問題意識を持って取り組んでいきたいと思います。ありがとうございます。 
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【○○委員】  どうもありがとうございました。今日の一連の議論を聞いていて、変わ

らない部分はもちろん根幹として守っていかないといけないと思うのですけれども、今日

の先生方の御指摘にあったような視点というものを入れ込んでいかないといけないとする

と、その大本のところの見直しというのもどこかの段階で必要になってくるのかなという

気がいたしました。お答えをいただいてよく分かりました。ありがとうございました。 

 以上です。 

【部会長】  ありがとうございます。 

 ほかに手が挙がっている委員の皆さんはいらっしゃいませんけど、よろしいでしょうか。 

 私も１つありまして、今の役割の中には、この中に書いている公共建築工事の標準仕様

書というのはやっぱり非常に大きな役割があるというふうには考えておりまして、公共建

築以外にもかなりたくさん使用されていると。先ほど御指摘のあったデジタル化をされる

というので、近い将来、読み込まれてＡＩとかで管理とか、法適合しているかというのが

出てくるのではないかと思います。建築学会なんかでは、ＪＡＳＳ５をデジタル化して利

用したいというような御要望も出てきていまして、この辺りも官庁営繕部の大きなミッシ

ョンになるんじゃないかなというふうには思っております。これは感想ですので特にお答

えいただかなくてもいいと思いますけれども、そういうようなコメントをさせていただき

ました。よろしいでしょうか。 

 それでは、本日予定しておりました議事全て終了いたしましたので、議事の進行を事務

局にお戻しいたします。 

【司会】  田辺部会長、議事の進行ありがとうございました。また、委員の皆様におか

れましては、長時間にわたり御審議をいただき、ありがとうございました。 

 以上をもちまして、第３２回官公庁施設部会及び第１６回事業評価小委員会を終了させ

ていただきます。引き続き御指導賜りますよう、よろしくお願いいたします。 

 委員の皆様、御退出いただいて結構でございます。 

 本日はありがとうございました。 

 

── 了 ── 


